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【誤訳訂正書】
【提出日】平成25年5月17日(2013.5.17)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　感熱式プリンターであって、前記感熱式プリンターは、
　感熱撮像部材を移送するための移送手段と、
　少なくとも第一の感熱プリントヘッドおよび第二の感熱プリントヘッドであって、前記
第一の感熱プリントヘッドおよび前記第二の感熱プリントヘッドのそれぞれは、前記感熱
撮像部材の同じ表面に接触するように構成されており、前記第一の感熱プリントヘッドお
よび前記第二の感熱プリントヘッドのそれぞれは、１列の加熱要素を含み、前記列は、前
記感熱撮像部材の移送の方向を横断するように配向されている、少なくとも第一の感熱プ
リントヘッドおよび第二の感熱プリントヘッドと、
　少なくとも１つの予熱手段と
　を含む、感熱式プリンター。
【請求項２】
　前記予熱手段は、前記第一の感熱プリントヘッドの前記加熱要素の列と、前記第二の加
熱プリントヘッドの前記加熱要素の列との間の領域で、前記感熱撮像部材を加熱するよう
に構成されている、請求項１に記載の感熱式プリンター。
【請求項３】
　前記第一の感熱プリントヘッドおよび前記第二の感熱プリントヘッドおよび前記予熱手
段は、前記感熱撮像部材の移送の方向に垂直な方向に前記感熱撮像部材に実質的にまたが
っている、請求項１に記載の感熱式プリンター。
【請求項４】
　前記予熱手段は、前記感熱プリントヘッドのうちの少なくとも１つのプリントヘッド用
グレーズである、請求項１に記載の感熱式プリンター。
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【請求項５】
　前記加熱要素の列から分離されている手段であって、前記感熱プリントヘッドのうちの
少なくとも１つの前記プリントヘッド用グレーズを加熱するための手段が設けられている
、請求項４に記載の感熱式プリンター。
【請求項６】
　前記予熱手段は、前記感熱プリントヘッドのいずれかの前記プリントヘッド用グレーズ
から分離されている、請求項１に記載の感熱式プリンター。
【請求項７】
　前記第一の感熱プリントヘッドおよび前記第二の感熱プリントヘッドおよび前記予熱手
段のそれぞれは、前記感熱撮像部材の同じ表面上の異なる位置で接触する、請求項６に記
載の感熱式プリンター。
【請求項８】
　前記予熱手段は、前記感熱撮像部材の移動に垂直な方向で、前記感熱撮像部材にまたが
り、前記感熱撮像部材の移動に垂直な方向で、前記感熱撮像部材を一様に加熱する、請求
項６に記載の感熱式プリンター。
【請求項９】
　前記第一の感熱プリントヘッドと前記第二の感熱プリントヘッドとは、同一ではない、
請求項１に記載の感熱式プリンター。
【請求項１０】
　前記第一の感熱プリントヘッドと前記第二の感熱プリントヘッドとは、単位長さあたり
に異なる数の加熱要素を有する、請求項９に記載の感熱式プリンター。
【請求項１１】
　前記第一の感熱プリントヘッドと前記第二の感熱プリントヘッドとは、異なるグレーズ
の厚さを有する、請求項９に記載の感熱式プリンター。
【請求項１２】
　前記第一の感熱プリントヘッドと前記第二の感熱プリントヘッドとは、前記加熱要素の
列に垂直な方向において異なる平均長の加熱要素を有する、請求項９に記載の感熱式プリ
ンター。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【発明の詳細な説明】
【発明の名称】多色感熱画像化方法およびサーマルプリンター
【技術分野】
【０００１】
　（関連出願の引用）
　本出願は、２００５年４月６日に出願された、先の米国仮出願第６０／６６８，７０２
号および米国仮出願第６０／６６８，８００号の優先権を主張し、これら米国仮出願の内
容の全体は、参考のために本明細書に援用される。
【０００２】
　本出願は、以下の同一出願人による米国特許出願および米国特許に関連する。これらの
全体は、参考のために本明細書に援用される：米国特許第６，８０１，２３３　Ｂ２号；
米国特許第６，９０６，７３５　Ｂ２号；米国特許第６，９５１，９５２　Ｂ２号；米国
特許第７，００８，７５９　Ｂ２号；米国特許出願第１０／８０６，７４９号（２００４
年３月２３日出願、これは米国特許第６，８０１，２３３　Ｂ２号の分割出願である）；
米国特許出願公開第２００４／０１７６２４８　Ａ１号（代理人管理番号第Ｃ－８５４４
ＡＦＰ）；米国特許出願公開第２００４／０２０４３１７　Ａ１号（代理人管理番号第Ｃ
－８５８６ＡＦＰ）；米国特許出願公開第２００４／０１７１８１７　Ａ１号（代理人管
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理番号第Ｃ－８５８９ＡＦＰ）；米国特許出願公開第ｘｘ／ＸＸＸ，ＸＸＸ号（同日出願
、代理人管理番号第Ａ－８６０６ＡＦＰ　ＵＳ）。
【０００３】
　（技術分野）
　本発明は、一般的に直接感熱画像化方法およびプリンター、より詳しくは、多色感熱画
像化方法およびそれを用いたプリンターに関する。感熱画像部材の少なくとも二つの画像
形成部材、好適には三つの画像形成層に熱が選択的に加えられ、多色画像を形成する。
【背景技術】
【０００４】
　直接感熱画像化とは、通常はじめは無色で、少なくとも一つの画像形成層を支える基材
が、熱印刷ヘッドとの接触によって加熱され、画像を形成する技術である。直接感熱画像
化において、インク、トナー、または熱転写リボンは必要ない。むしろ、画像を形成する
のに必要な化学的性質が、画像部材自体に存在する。直接感熱画像化は一般的に、白黒画
像を作成するために使用され、多くの場合、例えば、ラベルや店のレシートの印刷に採用
される。多色直接熱印刷を達成するために多くの試みが、従来の技術において記載されて
いる。さまざまな直接熱カラー画像化方法の考察が、特許文献１に提供されている。
【０００５】
　感熱画像化アプリケーションにおいて、熱で活性化される印刷ヘッドを予熱することは
、当該技術分野においては公知である。例えば、特許文献２は、記録媒体に記録を行う記
録装置を記載しており、上記装置は、複数の記録要素と、実際の記録レベル未満のレベル
を有するエネルギーを選択的に提供するための制御ユニットとを含んでいる。また熱転写
方法において、熱転写インク層を予熱することも公知である。例えば、特許文献３は、受
け入れ材へのインク転写を開始するため、熱転写インク層に加えられるエネルギーを有す
る前に、熱転写インク層が予熱される、熱転写記録方法を開示している。
【０００６】
　感熱画像化技術の状況が前進するごとに、新たな性能要件を満たすことのできる、感熱
画像化の材料および感熱画像化方法を提供するための、取り組みが継続される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】米国特許第６，８０１，２３３号明細書
【特許文献２】米国特許第５，１９１，３５７号明細書
【特許文献３】米国特許第５，５２９，４０８号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　したがって、新規で多色の直接感熱画像化方法を提供することが、本発明の目的である
。
【０００９】
　少なくとも二つ、好適には三つの異なった画像形成構成が、加熱によって処理され、多
色の画像を形成する、多色直接感熱画像化方法を提供することが、もう一つの目的である
。
【００１０】
　三つの異なった画像形成層を有する、感熱画像部材で実施される、多色直接感熱画像化
方法を提供することが、本発明のさらなる目的である。
【００１１】
　さらにもう一つの目的は、感熱画像部材の特定の層に、熱が加えられる際、画像部材の
少なくとも二つ、好適には三つの異なった画像形成層が、直接または間接的に加熱される
、このような多色直接感熱画像化方法を提供することである。好適な実施例において、少
なくとも一つの熱印刷ヘッドを使用して、画像部材の表面に最も近い層に熱が加えられる



(4) JP 2011-207231 A5 2013.7.4

。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　以下、加熱される特定の画像形成層を記述する際、または特定の画像形成層に加えられ
る熱を記述する際、このような加熱が直接的加熱（例えば、熱い物体との接触、または層
自体における光の吸収および熱への変換）、または間接的加熱（周辺領域または感熱画像
部材の層が直接加熱され、考えられる特定の層が、直接加熱された領域からの熱の拡散に
よって加熱される）であってよいということは、周知である。
【００１３】
　本発明の一局面において、多色直接感熱画像化方法が提供され、ここで、多色画像は、
感熱画像化部材に形成される。感熱画像化部材は、少なくとも第一および第二の異なる画
像形成構成を含んでいる。第一の画像形成構成が、第一のベースライン温度Ｔ１にある間
に、熱が少なくとも第二の画像形成構成に加えられ、少なくとも第二の画像形成構成に画
像を形成する。第一の画像形成構成が、第二のベース温度Ｔ２にある間に、熱が少なくと
も第一の画像形成構成に加えられ、少なくとも第一の画像形成構成に画像を形成する。こ
こで、Ｔ１とＴ２とは異なっている。
【００１４】
　本発明の別の局面において、多色直接感熱画像化方法が提供され、ここで、画像は、感
熱画像化部材の少なくとも第一および第二の異なる画像形成層を加熱することによって形
成される。この方法にしたがうと、第一の画像形成層が第一のベースライン温度にある間
に、第二の画像形成層に画像を形成するために、第二の画像形成層が加熱され、第一の画
像形成層が第二のベースライン温度にある間に、第一の画像形成層に画像を形成するため
に、第一の画像形成層が加熱される。ここで、第一のベースライン温度と第二のベースラ
イン温度とは、異なっている。
【００１５】
　より具体的には、本発明の好適な実施例にしたがうと、第一の画像形成層が第一のベー
スライン温度（Ｔ１）にある間に、第二の画像形成層に画像を形成するために、第二の画
像形成層の特定の領域に熱が加えられる。また、二つ以上の色の画像が感熱画像化部材に
形成されるように、第二の画像形成層の上記の特定の領域に対応する第一の画像形成層の
領域に熱が加えられることによって、第一の画像形成層に画像を形成し、その間、第一の
画像形成層は、第二のベースライン温度（Ｔ２）にある。ここで、Ｔ１はＴ２と等しくな
い。
【００１６】
　上述の第二の画像形成層の特定の領域は、例えば、画像内の特定のピクセルであり得る
。本明細書中、第二の画像形成層の特定の領域に対応する第一の画像形成層の領域は、第
一の画像形成層に形成された画像が、第二の画像形成層の特定の領域に形成された画像と
重複していると、観察者によって受け止められる領域を示すことを意図されている。例え
ば、第二の画像形成層の特定の領域に対応する第一の画像形成層の領域は、第一の画像形
成層におけるピクセルに対応したピクセルであり得る。
【００１７】
　好適な実施例において、直接感熱式、多色感熱画像化方法が提供され、少なくとも第一
、第二、第三の画像形成層（それぞれ、活性化温度Ｔａ１、Ｔａ２、Ｔａ３を有している
）を有している感熱画像化部材に、熱が加えられ、感熱画像化部材に画像を形成する。こ
の方法にしたがうと、第一の画像形成層が第一のベースライン温度（Ｔ１）にある間に、
第三の画像形成層に熱が加えられ、第三の画像形成層に画像を形成する。また、第一の画
像形成層が第二のベースライン温度（Ｔ２）にある間に、第二の画像形成層に熱が加えら
れ、第二の画像形成層に画像を形成する。また、第三のベースライン温度（Ｔ３）にある
第一の画像形成層に熱が加えられ、第一の画像形成層に画像を形成する。ここで、Ｔ１、
Ｔ２、およびＴ３のうちの少なくとも１つは、Ｔ１、Ｔ２、およびＴ３のうちの少なくと
も別のものとは等しくない。
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【００１８】
　好適な実施例において、第三の画像形成層、第二の画像形成層、および第一の画像形成
層は、この順序で、画像化部材の表面からの距離が増加するように配置されている。
【００１９】
　また、好適な方法を用いたサーマルプリンターも提供される。上記サーマルプリンター
は、感熱画像化部材を搬送する搬送手段と、少なくとも第一および第二の熱印刷ヘッドで
あって、各々は、感熱画像化部材の同じ表面に接触しており、各々は、感熱画像化部材の
搬送方向と交差する方向に向けられている加熱要素の行（ｒｏｗ）を含んでいる、少なく
とも第一および第二の熱印刷ヘッドと、少なくとも一つの予熱手段とを備えている。
本発明は、例えば、以下を提供する。
（項目１）
（ａ）第一の活性化温度（Ｔａ１）を有する第一の画像形成組成物と、第二の活性化温度
（Ｔａ２）を有する第二の画像形成組成物とを少なくとも備え、上記第一および上記第二
の画像形成組成物は、それぞれ他の画像と異なる色の画像を形成することができる、感熱
撮像部材を提供するステップと、
（ｂ）上記感熱撮像部材の特定の層の特定の領域に熱を加えて、上記第一の画像形成組成
物が第一のベースライン温度（Ｔ１）にあるときに、上記第二の画像形成組成物で画像を
形成するステップと、
（ｃ）上記感熱撮像部材の上記特定の層の上記特定の領域に熱を加えて、上記第一の画像
形成組成物が第二のベースライン温度（Ｔ２）にあるときに、上記第一の画像形成組成物
で画像を形成するステップと、を含む多色感熱撮像方法であって、
Ｔ１とＴ２との温度差が少なくとも約５℃であり、
それによって、上記感熱撮像部材内に二つ以上の色の画像が形成される、方法。
（項目２）
Ｔ１およびＴ２は、Ｔａ１またはＴａ２のいずれかよりも少なくとも約５℃低い、項目１
に記載の方法。
（項目３）
（ａ）第一の活性化温度を有する第一の画像形成層と、第二の活性化温度を有する第二の
画像形成層とを少なくとも備え、上記第一および第二の画像形成層は、それぞれ他の画像
と異なる色の画像を形成することができる、感熱撮像部材を提供するステップと、
（ｂ）上記第二の画像形成層の特定の領域を加熱して、上記第一の画像形成層が第一のベ
ースライン温度（Ｔ１）にあるときに、上記第二の画像形成層で画像を形成するステップ
と、
（ｃ）上記第二の画像形成層の上記特定の領域に対応する上記第一の画像形成層の領域を
加熱して、上記第一の画像形成層が第二のベースライン温度（Ｔ２）にあるときに、上記
第一の画像形成層で画像を形成するステップと、を含む多色感熱撮像方法であって、
Ｔ１とＴ２との互いの温度差が少なくとも約５℃であり、
それによって、上記感熱撮像部材内に二つ以上の色の画像が形成される、方法。
（項目４）
上記第一の画像形成層の活性化温度は、上記第二の画像形成層の活性化温度よりも低い、
項目３に記載の方法。
（項目５）
Ｔ１およびＴ２の両方が、上記画像形成層のうちのいずれかよりも少なくとも約５℃低い
、項目４に記載の方法。
（項目６）
Ｔ２は、Ｔ１よりも少なくとも５℃高い、項目５に記載の方法。
（項目７）
Ｔ２は、Ｔ１よりも少なくとも２０℃高い、項目５に記載の方法。
（項目８）
上記第一の画像形成層のベースライン温度は、上記第一の画像形成層を形成する前に上昇
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される、項目４に記載の方法。
（項目９）
熱は、第一の感熱プリントヘッドによって上記第一の画像形成層に加えられ、第二の感熱
プリントヘッドによって上記第二の画像形成層に加えられる、項目３に記載の方法。
（項目１０）
上記第一の感熱プリントヘッドは、グレーズの厚さが上記第二の感熱プリントヘッドとは
異なる、項目９に記載の方法。
（項目１１）
上記第一の感熱プリントヘッドは、上記第二の感熱プリントヘッドとは異なるサイズの加
熱要素を備える、項目９に記載の方法。
（項目１２）
上記第一の感熱プリントヘッドの放熱板は、上記第二の感熱プリントヘッドの放熱板と少
なくとも約５℃の温度差に保持される、項目９に記載の方法。
（項目１３）
上記第一の感熱プリントヘッドの放熱板は、上記第二の感熱プリントヘッドの放熱板より
も少なくとも約５℃高い温度に保持される、項目９に記載の方法。
（項目１４）
画像は、上記第一の感熱プリントヘッドによって上記感熱撮像部材で形成される前に、第
二の感熱プリントヘッドによって上記感熱撮像部材で形成される、項目１３に記載の方法
。
（項目１５）
上記第一の感熱プリントヘッドは、単位長さあたりの加熱要素の数が上記第二の感熱プリ
ントヘッドとは異なる、項目９に記載の方法。
（項目１６）
画像は、感熱プリントヘッドの第一の通過時に上記第一の画像形成層で形成され、また画
像は、同じ感熱プリントヘッドの第二の通過時に上記第二の画像形成層で形成され、上記
第一の通過を上記第二の通過に先行させるか、または上記第二の通過を上記第一の通過に
先行させることが可能である、項目３に記載の方法。
（項目１７）
上記感熱プリントヘッドの放熱板は、上記第二の通過よりも上記第一の通過が、少なくと
も約５℃高くなる温度差に保持される、項目１６に記載の方法。
（項目１８）
（ａ）第一の活性化温度を有する第一の画像形成層と、第二の活性化温度を有する第二の
画像形成層と、第三の活性化温度を有する第三の画像形成層とを少なくとも備え、上記第
一、第二、および第三の画像形成層は、それぞれ他の画像と異なる色の画像を形成するこ
とができる、感熱撮像部材を提供するステップと、
（ｂ）上記第三の画像形成層の特定の領域を加熱して、上記第一の画像形成層が第一のベ
ースライン温度（Ｔ１）にあるときに、上記第三の画像形成層で画像を形成するステップ
と、
（ｃ）上記第三の画像形成層の上記特定の領域に対応する上記第二の画像形成層の領域を
加熱して、上記第一の画像形成層が第二のベースライン温度（Ｔ２）にあるときに、上記
第二の画像形成層で画像を形成するステップと、
（ｄ）上記第三の画像形成層の上記特定の領域に対応する上記第一の画像形成層の領域を
加熱して、上記第一の画像形成層が第三のベースライン温度（Ｔ３）にあるときに、上記
第一の画像形成層で画像を形成するステップと、を含む多色感熱撮像方法であって、
Ｔ１、Ｔ２、およびＴ３のうちの少なくとも１つと、Ｔ１、Ｔ２、およびＴ３のうちの少
なくとも別のものとの温度差が少なくとも約５℃である、方法。
（項目１９）
Ｔ１またはＴ２は、Ｔ３よりも少なくとも約５℃低い、項目１８に記載の方法。
（項目２０）
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上記第一の画像形成層の活性化温度は、上記第二または上記第三の画像形成層のいずれか
よりも少なくとも約５℃低い、項目１８に記載の方法。
（項目２１）
上記第一、第二、および第三の画像形成層は、それぞれＴａ１、Ｔａ２、およびＴａ３の
活性化温度を有し、Ｔａ３＞Ｔａ２＞Ｔａ１＞Ｔ３であり、これらはＴ１またはＴ２のい
ずれかよりも高い、項目２０に記載の方法。
（項目２２）
Ｔ３は、Ｔ１またはＴ２のいずれかよりも少なくとも５℃高い、項目２１に記載の方法。
（項目２３）
Ｔ３は、Ｔ１またはＴ２のいずれかよりも少なくとも２０℃高い、項目２１に記載の方法
。
（項目２４）
上記第三の画像形成層、上記第二の画像形成層、および上記第一の画像形成層は、上記感
熱画像形成部材の表面から次第に離れてこの順に位置する、項目１８に記載の方法。
（項目２５）
画像は、第一の感熱プリントヘッドによって上記画像形成層のうちの２つで形成され、ま
た画像は、第二の感熱プリントヘッドによって少なくとも第三の画像形成層で形成される
、項目１８に記載の方法。
（項目２６）
画像は、上記第一の感熱プリントヘッドによって少なくとも上記第一の画像形成層で形成
され、また画像は、上記第二の感熱プリントヘッドによって少なくとも上記第二の画像形
成層で形成される、項目２５に記載の方法。
（項目２７）
上記第一の感熱プリントヘッドは、グレーズの厚さが上記第二の感熱プリントヘッドとは
異なる、項目２５に記載の方法。
（項目２８）
上記第一の感熱プリントヘッドは、上記第二の感熱プリントヘッドとは異なる大きさの加
熱要素を備える、項目２５に記載の方法。
（項目２９）
上記第一の感熱プリントヘッドの放熱板は、上記第二の感熱プリントヘッドの放熱板とは
異なる温度に保持される、項目２５に記載の方法。
（項目３０）
上記第一の感熱プリントヘッドの放熱板は、上記第二の感熱プリントヘッドの放熱板より
も高い温度に保持される、項目２９に記載の方法。
（項目３１）
上記感熱撮像部材の表面上の特定のポイントは、上記第一の感熱プリントヘッドが接触す
る前に、上記第二の感熱プリントヘッドが接触する、項目３０に記載の方法。
（項目３２）
上記第一の感熱プリントヘッドは、単位長さあたりの加熱要素の数が上記第二の感熱プリ
ントヘッドとは異なる、項目２５に記載の方法。
（項目３３）
画像は、感熱プリントヘッドの第一の通過時に上記画像形成層のうちの２つで形成され、
また画像は、同じ感熱プリントヘッドの第二の通過時に少なくとも上記第一の画像形成層
で形成される、項目１８に記載の方法。
（項目３４）
上記感熱プリントヘッドは、上記第二の通過よりも上記第一の通過が、少なくとも約５度
高くなる温度差に保持される、項目３３に記載の方法。
（項目３５）
上記第二および第三の画像形成層を加熱して上記第二および第三の画像形成層で画像を形
成するステップは、次に、上記第一の画像形成層のベースライン温度を調整するステップ
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が続く、項目１８に記載の方法。
（項目３６）
上記第一の画像形成層の上記ベースライン温度を調整する上記ステップは、上記感熱撮像
部材を加熱することによって達成される、項目３５に記載の方法。
（項目３７）
感熱撮像部材を移送するための移送手段と、
それぞれが上記感熱撮像部材の同じ表面と接触させるように構成され、それぞれ１列の加
熱要素を備え、上記列が、上記感熱撮像部材の輸送の方向で横断するように配向された少
なくとも第一および第二の感熱プリントヘッドと、
少なくとも１つの予熱手段と、を備える感熱式プリンター。
（項目３８）
上記加熱手段は、上記第一の感熱プリントヘッドの上記加熱要素の列と、上記第二の加熱
プリントヘッドの上記加熱要素の列との間の領域で、上記感熱撮像部材を加熱するように
構成される、項目３７に記載の感熱式プリンター。
（項目３９）
上記第一および第二の感熱プリントヘッド、ならびに上記予熱手段は、上記感熱撮像部材
の移送方向に垂直な方向に、上記感熱撮像部材に実質的にまたがる、項目３７に記載の感
熱式プリンター。
（項目４０）
上記予熱手段は、上記感熱プリントヘッドのうちの少なくとも１つのプリントヘッド用グ
レーズである、項目３７に記載の感熱式プリンター。
（項目４１）
上記感熱プリントヘッドのうちの少なくとも１つの上記プリントヘッド用グレーズを加熱
するために、上記加熱要素の列から離す方法が提供される、項目４０に記載の感熱式プリ
ンター。
（項目４２）
上記予熱手段は、上記感熱プリントヘッドのいずれかの上記プリントヘッド用グレーズか
ら離れている、項目３７に記載の感熱式プリンター。
（項目４３）
上記第一の感熱プリントヘッド、上記第二の感熱プリントヘッド、および上記予熱手段は
、上記感熱撮像部材の同じ表面上の異なる位置で互いに接触する、項目４２に記載の感熱
式プリンター。
（項目４４）
上記予熱手段は、上記感熱撮像部材の移動に垂直な方向で、上記感熱撮像部材にまたがり
、上記感熱撮像部材の移動に垂直な方向で、上記感熱撮像部材を一様に加熱する、項目４
２に記載の感熱式プリンター。
（項目４５）
上記第一および上記第二の感熱プリントヘッドは同一でない、項目３７に記載の感熱式プ
リンター。
（項目４６）
上記第一および上記第二の感熱プリントヘッドは、単位長さあたりの加熱要素の数が異な
る、項目４５に記載の感熱式プリンター。
（項目４７）
上記第一および上記第二の感熱プリントヘッドは、グレーズの厚さが異なる、項目４５に
記載の感熱式プリンター。
（項目４８）
上記第一および上記第二の感熱プリントヘッドは、上記加熱要素の列に垂直な方向におい
て加熱要素の平均長が異なる、項目４５に記載の感熱式プリンター。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
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　本発明、さらにその他の目的および利点、ならびにそのさらなる特徴をより理解するた
めに、さまざまな好適な実施例の以下の詳細な説明に添付図面と併せて参照がなされる。
【図１】図１は、本発明の方法に利用され得る、部分的に概略した多色感熱画像部材の側
断面図である。
【図２】図２は、多色感熱画像部材の別個の色を処理するために、必要な加熱の相対時間
および温度を示す、図式の説明図である。
【図３】図３は、多色感熱画像部材に接触する、熱印刷ヘッドの概略側断面図、
【図４】図４は、多色感熱画像部材の個別の画像形成層に画像情報を提供するために必要
な熱における、ベースライン温度効果の概算の図式の説明図である。
【図５】図５は、本発明の方法に利用され得る別の多色感熱画像化部材の部分的な概略側
断面図である。
【図６】図６は、多色感熱画像化部材と接触している熱印刷ヘッドと関連する予熱要素の
側断面図である。
【図７】図７は、本発明のサーマルプリンターの概略図である。
【図８】図８は、多色感熱画像化方法に利用可能な色域を示す表である。
【図９】図９は、本発明の好適な実施例に利用可能な色域を示す表である。
【図１０】図１０は、本発明の別の好適な実施例に利用可能な色域を示す表である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　本発明の特定の好適な実施例は、本感熱画像化方法での使用のための感熱画像部材を説
明する、図面に関して説明される。図１を参照すると、透明な、吸収性のある、または反
射する基材１２、それぞれシアン、マゼンタ、および黄色であってよい、三つの画像形成
層１４、１６、および１８、スペーサー層２０および２２、そして任意の保護膜層２４を
含む、感熱画像部材１０が見られる。
【００２２】
　それぞれの画像形成層は、例えば最初の無色から有色へ、色を変化することができ、こ
こでは活性化温度と呼ばれる、特定の温度まで加熱される。画像形成層の色のいずれの順
番も選択可能である。一つの好適な色順は、上述したとおりである。もう一つの好適な順
は、三つの画像形成層１４、１６、および１８が、それぞれ黄色、マゼンタ、およびシア
ンである順である。
【００２３】
　スペーサー層２０は、スペーサー層２２より薄いことが好ましいが、両方の層を備える
材料が、実質的に同一の熱拡散率を有する場合を除く。スペーサー層の機能は、画像部材
１０内での熱拡散の制御である。好適には、スペーサー層２２は、スペーサー層２０より
少なくとも四倍厚い。
【００２４】
　基材１２に配置されたすべての層は、色形成以前は、実質的に透明である。基材１２が
反射するもの（例えば、白）の場合、画像部材１０で形成されたカラー画像は、基材１２
によって提供される反射背景に対して、保護膜２４を通じて見える。基材に配置された層
の透明性は、画像形成層のそれぞれに印刷された色の組み合わせが見えることを確実とす
る。
【００２５】
　感熱画像部材が、少なくとも三つの画像形成層を含む、本発明の好適な実施例において
、すべての画像形成層は、基材の同一の側に配置されてよく、あるいは二つまたはそれ以
上の画像形成層は、基材の反対側に配置されている、一つまたはそれ以上の画像形成層の
基材の一つの側に配置されてよい。
【００２６】
　本発明の方法の好適な実施例において、画像形成層は、二つの調節可能なパラメータ、
つまり温度と時間の変化によって、少なくとも部分的に独立して処理される。これらのパ
ラメータは、本発明に従って調節されることができ、感熱画像部材に熱が加えられる間の
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、熱印刷ヘッドの温度と時間の期間を選択することによって、いずれの特定の事例におい
て望ましい結果を得る。したがって、多色画像部材のそれぞれの色は、単独または他の色
との選択可能な割合で印刷することができる。詳細は記載されるように、これらの実施例
において、温度－時間領域は、最終画像で得るために望ましい異なった色に対応する領域
に分割される。
【００２７】
　印刷時間、利用可能な印刷電力、およびその他の要因に応じて、画像形成層の処理にお
ける、さまざまな程度の独立性が達成されることができる。「独立して」という用語は、
一つの色形成層の印刷により、その他の色形成層において、非常に小さいが、一般的に見
える光学密度（密度＜０．０５）となることが結果として生じる、事例を言及するために
使用される。同様に、「実質的に独立した」カラー印刷という用語は、もう一つの画像形
成層または層の不意または意図的でない着色が、結果として、多色写真における画像間の
着色の典型的なレベルである可視的な密度（密度＜０．２）となる、事例に言及するため
に使用される。画像形成層を処理する「部分的に独立した」という用語は、処理されてい
る層における最大密度の印刷が、結果的に、０．２より高いが、約１．０よりは高くない
密度でもう一つの画像形成層または層の着色となる事例を言及するために使用される。「
少なくとも部分的に独立して」というフレーズは、上述したすべての程度の独立性を含む
。
【００２８】
　感熱画像部材の画像形成層は、色の変化を受け、画像部材で望ましい画像を提供する。
色の変化は、無色から有色、有色から無色、またはある色から他の色であってよい。特許
請求の範囲を含む、本出願を通じて使用される「画像形成層」という用語は、すべてのこ
のような実施例を含む。色の変化が無色から有色への場合、その色の異なったレベルの光
学密度（例えば、異なった「グレーレベル」）を有する画像は、実質的に無色である、最
小密度Ｄｍｉｎから、色の最大量が形成される、最大密度Ｄｍａｘへ、画像のそれぞれの
ピクセルの色の量を変化させることによって、得られてよい。色の変化が有色から無色の
場合、異なったグレーレベルは、ＤｍａｘからＤｍｉｎへ、所定のピクセルの色の量を低
減することによって得られ、理想的にはＤｍｉｎは、実質的に無色である。
【００２９】
　本発明の好適な実施例によると、画像形成層１４、１６、および１８のそれぞれは、熱
印刷ヘッドが、部材の最上層、すなわち、図１に表される部材の任意の保護膜層２４に接
触しながら、熱印刷ヘッドで熱を加えられることによって独立して処理される。第三の画
像形成層１４（基材１２から数えて。例えば、感熱画像部材の表面に最も近い、画像形成
層）の活性化温度（Ｔａ３）は、第二の画像形成層１６の活性化温度（Ｔａ２）より大き
く、同様に第一の画像形成層の活性化温度（Ｔａ１）１８より大きい。熱印刷ヘッドから
より遠い距離での、画像形成層の加熱の遅れは、スペーサー層を通じてそれらの層に拡散
するための加熱に必要な時間で提供される。これらの活性化温度が、より低い画像形成層
（熱印刷ヘッドからさらに遠い）に対し、実質的に活性化温度より高くても、このような
加熱の遅れによって、熱印刷ヘッドにより近い画像形成層が、それより下の画像形成層ま
たは層を活性化することなく、それらの活性化温度より上まで加熱することを可能とする
。したがって最上の画像形成層１４を処理する際、熱印刷ヘッドは、短時間ではあるが、
比較的高い温度まで加熱され、不十分な加熱が画像部材の他の画像形成層に移動され、画
像形成層１６および１８のどちらかに画像情報を提供する。
【００３０】
　より低い画像形成層、例えば基材１２（この場合、画像形成層１６および１８）に近い
ものの加熱は、より高い画像形成層を十分な時間の期間、それらの活性化温度より下のま
まにするような温度で、熱印刷ヘッドを維持することによって達成され、それらを通じて
熱を拡散し、より低い画像形成層に届くことができる。このようにして、より低い画像形
成層が画像化されている場合、画像情報はより高い画像形成層に提供されない。本発明の
方法による、画像形成層の加熱は、以下に詳細に記載されるような、単一の熱印刷ヘッド



(11) JP 2011-207231 A5 2013.7.4

の二つのパス、または一つ以上の熱印刷ヘッドのそれぞれの単一のパスによって達成され
てよい。
【００３１】
　画像部材１０の加熱は、熱印刷ヘッドを用いて行われるのが好ましいが、感熱画像部材
の制御された加熱を提供する、いずれの方法が本発明の実施において使用されてよい。例
えば、変調された光源（レーザーのような）が使用されてよい。この場合、当技術分野で
は周知のように、レーザによって放出される波長の光のための吸収体を感熱画像部材の中
、または画像部材の表面に接触させて提供しなければならない。
【００３２】
　熱印刷ヘッド（または他の接触加熱要素）が使用され、感熱画像部材１０を加熱する場
合、熱印刷ヘッド（典型的には保護膜層２４）に接触する層から、感熱画像部材の堆積中
に熱は拡散する。光源を使用して加熱する場合、光がこれらの層で加熱するために変換さ
れるように、光のための吸収体を含んだ層は、加熱され、これらの層から感熱画像部材全
体に熱は拡散する。吸収層からの光源を分離する感熱画像部材の層が、吸収される波長の
光に対して透明である場合を除き、光吸収層が画像部材の表面にある必要はない。以下の
考察において、直接加熱される層は、保護膜層２４であり、熱はこの層から感熱画像部材
に拡散されることを前提とするが、感熱画像部材１０の層が加熱される場合、類似した論
拠も適用される。
【００３３】
　図２は、画像形成層１４、１６、および１８を処理するのに必要な、熱印刷ヘッドの加
熱温度および時間を示す図式の説明図であり、これらの層は、すべてはじめは周囲温度で
あることを前提としている。図２のグラフの軸は、熱印刷ヘッドに接触する、画像部材１
０の表面での加熱時間の対数および絶対温度の逆数を示す。領域２６（比較的高い印刷ヘ
ッドの温度、および比較的短い加熱時間）は、画像形成層１４の画像化を提供し、領域２
８（中間印刷ヘッドの温度、および中間加熱時間）は、画像形成層１６の画像化を提供し
、領域３０（比較的低い印刷ヘッドの温度、および比較的長い加熱時間）は、画像形成層
１８の画像化を提供する。画像形成層１８の画像化に必要な時間は、実質的に画像形成層
１４を画像化するために必要な時間より長い。
【００３４】
　画像形成層のために選択される活性化温度は、一般的に約９０℃から約３００℃の範囲
内である。第一の画像形成層１８の活性化温度（Ｔａ１）は、出荷および保管の間、画像
部材の熱安定性にできるだけ一貫して低いことが好ましく、好適には約１００℃またはそ
れ以上である。第三の画像形成層１４の活性化温度（Ｔａ３）は、本発明の方法によって
活性化することなく、この層を通じて加熱することによって、第二および第三の画像形成
層１６および１８の活性化に対し、一貫して低いことが好ましく、好適には約２００℃ま
たはそれ以上である。第二の画像形成層の活性化温度（Ｔａ２）は、Ｔａ１からＴａ３の
間であって、好適には約１４０℃から約１８０℃の間である。
【００３５】
　本発明の方法で使用される熱印刷ヘッドは、典型的に印辰される画像の全体幅にわたっ
て伸びる、抵抗の実質的な直線配列を含む。いくつかの実施例において、熱印刷ヘッドの
幅は、画像のそれよりも短い。このような場合、熱印刷ヘッドは、画像の全体幅を処理す
るために、感熱画像部材に対して変位されてよく、または他の一つ以上の熱印刷ヘッドが
使用されてもよい。これらの抵抗に電流を供給することによって、熱のパルスが提供され
る一方で、画像部材は典型的に、印刷ヘッドの抵抗のラインに垂直方向に運ばれている間
に画像化される。熱印刷ヘッドによって感熱画像部材１０に熱が加えられる間の時間は、
典型的に画像のラインごとに約０．００１から約１００ミリ秒の範囲である。上限は、合
理的長さの時間で画像を印刷するための必要性によって設定されるが、下限は、電子回路
の制約によって定義されてよい。画像をなすドットの間隔は一般的に、運動方向へ平行お
よび横断の両方の方向に、１インチごとに１００～６００ラインの範囲であり、これらの
方向のそれぞれに同一である必要はない。
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【００３６】
　図３は、典型的な熱印刷ヘッドと、感熱画像部材の間の接触領域の形成を概略で示して
いる。熱印刷ヘッド３２は、グレーズ要素３５に位置する基材３４を備える。任意に、グ
レーズ要素３５も「グレーズの段差」３６を備える。抵抗３８は、ある場合、このグレー
ズの段差３６の表面に位置し、あるいは平坦なグレーズ要素３５の表面に位置する。保護
膜層は、抵抗３８、グレーズ要素３５、および任意のグレーズの段差３６上に置かれてよ
い。典型的に同一の材料からできているグレーズ要素３５および任意のグレーズの段差３
６の組み合わせは、以下「印刷ヘッドのグレーズ」と称する。基材３４との熱的接触は、
典型的に同一のやり方で（例えば、ファンの使用によって）冷却される、ヒートシンク４
０である。感熱画像部材１０は、実際の加熱抵抗の長さより実質的に大きな長さの印刷ヘ
ッドのグレーズ（典型的には保護膜層を通じて）との熱的接触であってよい。したがって
、典型的な抵抗は、感熱画像化媒体１０の運搬方向に、約１２０ミクロン伸びているが、
印刷ヘッドのグレーズとの感熱画像部材の熱的接触の領域は、２００ミクロンまたはそれ
以上であってよい。
【００３７】
　画像形成中に、熱の相当量は、抵抗３８から印刷ヘッドのグレーズへ移動され、印刷ヘ
ッドのグレーズの温度は上がる。印刷速度と、感熱画像部材と印刷ヘッドのグレーズ間の
正確な接触領域によって、抵抗３８との接触の瞬間における、感熱画像部材１０の温度は
、周囲温度であってはならない。さらに、画像形成層のそれぞれの中の温度が同一ではな
いような、感熱画像部材１０内の温度の勾配があってよい。
【００３８】
　感熱画像部材が、抵抗３８（または感熱画像化部材で画像を形成するのに適合した、そ
の他の変調された熱源）によって加熱され始める、画像形成層の温度は、以後、その層の
「ベースライン温度」と称する。感熱画像部材で画像を形成するために、感熱画像部材の
変調された加熱が始まる時に、画像形成層内に、温度の勾配が存在する場合、ここで使用
される用語としての層のベースライン温度は、勾配内の温度の範囲を含む。したがって、
「ベースライン温度」という用語は、層の異なった領域に存在してよい、温度の変化を含
むということが理解されるべきだ。
【００３９】
　周囲温度より大きくなる、画像形成層のベースライン温度を生じる任意の加熱を、ここ
では「予熱」と称する。予熱は、上述した印刷ヘッドのグレーズとの感熱画像部材の熱的
接触によって、または以下に詳細が示されるその他の予熱手段との接触によって、影響を
受けてよい。
【００４０】
　図２を参照した、上記のそれぞれの画像形成層を印刷するための時間と温度領域の解析
は、画像システムの三つすべての画像形成層に対する、ベースライン温度が同一、つまり
周囲温度であることを前提とした。しかし、活性化温度まで特定の画像形成層を加熱する
のに必要なエネルギーは、活性化温度とベースライン温度間の差異による。図４は、三つ
の層のベースライン温度は、それぞれ４９℃であり、層１４、１６、および１８の活性化
温度は、それぞれ２１０℃、１６１℃、および１０５℃である、以下の例１に記載される
方法による、画像形成層のそれぞれの最大密度を印刷するのに必要な相対エネルギーを示
す。また、図４には、簡略化されたモデルによる、三つの画像形成層のＤｍａｘに到達す
るのに必要なエネルギーが、それらの層のベースライン温度における変化とともに、どの
ように変化するかを表すラインを示す。図４に示される表の構成における前提は、特定の
層でのＤｍａｘに到達するのに必要なエネルギー量は、ベースライン温度における変化と
ともに直線的に変化するというものである。これは、その層の完全密度を形成するのに必
要な、付加的なエネルギーがない、温度であるため、それぞれのラインは、特定の画像形
成層に対する活性化温度で、ベースライン温度軸を妨害する。図４から分かるように、画
像形成層のベースライン温度が上昇すれば、それを活性化するために、熱印刷ヘッドによ
って供給されなければならない熱量の相対変化は、より低い活性化温度の画像形成層に対
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し大きくなる。
【００４１】
　例えば、図４を参照すると、画像形成層１４および１８に対する、２０℃のベースライ
ン温度で、その層のＤｍａｘに到達するために画像形成層１４へ供給されなければならな
いものの約１．７倍以上のエネルギーが、層１８の最大密度（Ｄｍａｘ）に到達するため
に供給される必要がある。しかし、層１４に対し同一の結果を成し遂げるために供給され
る必要があるように、約６８℃のこれらの層に対するベースライン温度で、層１８のＤｍ
ａｘに到達するために、同一量のエネルギーが供給される必要がある。この温度より上で
、層１４に対し同一の結果を成し遂げるために供給されなければならないものより少ない
エネルギーが、層１８のＤｍａｘに到達するため供給される必要があり、層１８のＤｍａ
ｘにも到達することなく、層１４のＤｍａｘに到達することは不可能となる。したがって
本発明の実施は、画像形成層のベースライン温度の制御を伴う。
【００４２】
　特定の画像形成層に対する所定のベースライン温度が、結果として、画像部材内の異な
った温度勾配となってよい、さまざまな異なった方法によって得られてよいことは、当業
者には明らかであろう。さらにこれらの勾配は、時間によって変化する。また、温度勾配
が、画像形成層自体に存在することも可能である。これらの理由により、図４を参照した
上記の解析は、本発明の理解を助長するものとして提示される簡略化と見なされ、いずれ
においても本発明を限定するものではない。
【００４３】
　上述したように、本発明の方法によって、感熱画像部材で画像を形成するための律速な
層は、画像形成層、図１に説明される画像部材の画像形成層１８に、最も深く埋め込まれ
る。画像形成層１６に画像情報を提供しない、比較的低い温度で、大量の熱が部材に移動
されなければならないため、周囲温度のベースライン温度で、画像形成層１６で画像を形
成することなく、画像形成層１８で画像を形成することは、熱拡散のために比較的長い時
間を要する。図４を参照すると、画像形成層１８に画像情報を提供するために供給されな
ければならないエネルギーが、ベースライン温度の変化によって、もっとも著しく影響を
受けることが分かる。したがって、本発明の好適な実施例によると、画像形成層１８が、
第一印刷パスにおいて、第一ベースライン温度Ｔ１である一方で、熱印刷ヘッドによって
、画像形成層１４および１６に熱が加えられ（同時である必要はない）、また画像形成層
１８が、第一ベースライン温度Ｔ１より大きく、画像形成層１８の活性化温度より下の第
二のベースライン温度Ｔ２である一方、第二印刷パスにおいて、画像形成層１８に熱が実
質的に加えられる。第一ベースライン温度Ｔ１は、ほぼ周囲温度、例えば約１０℃から約
３０℃であることが好ましい。第二のベースライン温度は、実質的に周囲温度より上であ
ることが好ましい。第二のベースライン温度の上限は、熱印刷ヘッドの作用温度範囲と、
画像形成層１８の活性化温度によって定義される。温度Ｔ２の好適な範囲は、約３０℃か
ら約８０℃であり、特に好適なＴ２の温度値は、約４０℃から約７０℃の間である。
【００４４】
　画像形成層に熱を加えるための第一および第二のパスは、単一の印刷ヘッドによって連
続的に実行されるか、または二つの別個の印刷ヘッドによって実行され得、二個の別個の
印刷ヘッドは、感熱画像化部材の搬送方向において、互いに分離されており、後者の場合
において、画像形成層１８のベースライン温度が、二つの熱印刷ヘッドの間で、なんらか
の方法によって調整される場合、実質的に並列的に印刷する。二つ以上の印刷ヘッドを用
いることで、単一の印刷ヘッドの下の画像化部材を往復運動させる必要性がなくなる。
【００４５】
　画像形成層１４および１６が画像化されるときの、画像形成層１８のベースライン温度
が実質的にＴ１である場合（すなわち、ほぼ周囲温度でＴ２未満である場合）、同じ印刷
ヘッドの分離したパスにおける画像形成層１４、１６および１８の各々に画像情報を個別
的に提供することが可能である。この場合、三つのパスの全ては、三つの画像形成層の全
てにおいて、画像を形成することが要求される。これらのパスのうち、画像形成層１４お
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よび１６が画像化される、二つのパスにおいて、画像形成層１８は、ベースライン温度Ｔ

１にある。画像形成層１８において画像が形成される画像化される第三のパスにおいては
、層１８のベースライン温度は、Ｔ２である。
【００４６】
　三つのパス（または三つの熱印刷ヘッド）が三つの画像形成層に画像を形成するために
用いられる方法の別のバリエーションは、以下のようなものである。画像形成層１６およ
び１８が、ベースライン温度Ｔ［１６］１およびＴ［１８］１にある間に、画像形成層１
４が画像化され、画像形成層１６がベースライン温度Ｔ［１６］２にあり、画像形成層１
８がベースライン温度Ｔ［１８］１にある間に、画像形成層１６が画像化され、画像形成
層１８がベースライン温度Ｔ［１８］３にある間に、画像形成層１８が画像化される。こ
の場合、Ｔ［１８］３は、Ｔ［１８］１またはＴ［１８］２のいずれか一方よりも大きく
、Ｔ［１６］２は、Ｔ［１６］１よりも大きい。
【００４７】
　本発明の分離した印刷パスが実行される順序は、本発明の実施のためには本質的ではな
いことに留意されたい。
【００４８】
　熱印刷ヘッドの二つ以上のパスを用いて感熱画像化部材に画像を形成するとき、熱印刷
ヘッドの速度は、各パスに対して等しくなければならず、そうでなければ、各画像形成層
に対するベースライン温度は、各パスに対して等しくなければならない。本発明にしたが
う感熱画像化部材に画像を形成するための複数のパスの使用は、印刷システム全体の最適
化において、相当な柔軟性を導入する。
【００４９】
　感熱印刷ヘッドの二つ以上のパスを用いて感熱画像化部材に画像が形成され、一つのパ
スにおける感熱印刷ヘッドの速度が、その他の少なくとも一つのパスにおける感熱印刷ヘ
ッドの速度とは異なる、直接感熱画像化方法は、同時継続中の同一出願人による、本出願
と同日に出願された、米国特許出願第ｘｘ／ＸＸＸ，ＸＸＸ号（代理人管理番号第Ａ－８
６０６ＡＦＰ　ＵＳ号）に開示されており、その内容の全体は、参考のために本明細書に
援用される。本発明の方法は、第一の速度で、感熱印刷ヘッドの少なくとも一つのパスに
よって、および第二の異なる速度で、感熱印刷ヘッドの少なくとも一つのパスによって、
実行され得る。
【００５０】
　黄色の画像は、その他の二つの減法混色の原色の画像と同じくらい、多くのグレーレベ
ルで形成される必要はない。本発明の一つの実施例において、黄色を形成するのに使用さ
れる、グレーレベルの数は、その他の色に対して使用されるグレーレベルの部材より、故
意に少なく作られる。極端には、黄色の画像形成層に対する二値画像を使用することも可
能である（すなわち、それぞれのピクセルに与えられたＤｍｉｎおよびＤｍａｘ値のみを
有するもの）。黄色のサブ画像のグレーレベルのこのように小さな数でも、人間の目は、
全体的な三色画像の品質における損失を簡単に認識することはできない。当業者には周知
であるように、空間分解能をトレードオフする間、ディザリングを、明らかな数のグレー
レベルを増やすために用いることができる。
【００５１】
　本発明は、三つの異なった画像形成層を有する、感熱画像部材を参照して、記載されて
いるが、同一の原理が、二つの画像形成層のみを備える、またはこのような層を四つ以上
有する画像部材に適用されることができる。さらにそれぞれの色を形成するために必要な
コンポーネントが、同一の層に配置されてよいが、何らかの方法、例えば、マイクロカプ
セルによって、互いに分離される。本発明の実施において必要なすべては、第一の色の形
成に必要な感熱画像部材（典型的には、上述したような表面層）の特定の層の加熱時間が
、第二の色の形成に必要なその層の加熱時間より短く、第一の色に対する活性化温度が、
第二の色に対する活性化温度より高いことである。
【００５２】



(15) JP 2011-207231 A5 2013.7.4

　感熱画像化部材は、透明な基材の片側にある二つの画像形成層と、基材の反対側にある
第三の画像形成層を有する、感熱画像部材を図５に説明する（正確な縮尺ではない）。図
５を参照すると、基材５２、第一の画像形成層５８、スペーサー層５６、第二の画像形成
層５４、第三の画像形成層６０、任意の不透明な（例えば、白）層６２、任意の保護膜層
６４、および任意のバックコート層６６を含む、画像部材５０が見られる。本発明のこの
好適な実施例において、基材５２は透明である。保護膜層、画像形成層、スペーサー層、
およびバックコート層は、このような層に適した、以下に記載の材料のいずれかを含んで
よい。不透明な層６２は、高分子接着剤の二酸化チタンのような色素を備えてもよく、ま
た当業者には周知の、反射するホワイトコーティングを提供する材料のいずれを備えてよ
い。
【００５３】
　本発明の方法を使用して、画像形成層５４での画像形成は、上述されたように、画像形
成層５８が第一のベースライン温度Ｔ１にある間に、第一のパスにおいて成し遂げられ得
、画像形成層５８での画像形成は、上述されたように、この層が第二のベースライン温度
Ｔ２にある間に、第二の印刷パスにおいて成し遂げられ得る。
【００５４】
　第三の画像形成層６０での画像形成は、米国特許第６，８０１，２３３　Ｂ２号に記載
されるように、熱印刷ヘッドとともに、画像部材５０の反対側で印刷することによって、
成し遂げられる。
【００５５】
　画像が形成される際の、感熱画像部材内のいずれの画像形成層のベースライン温度も、
当業者には明らかであるさまざまな技術によって調節されてよい。例えば、図３に示され
るように、感熱画像部材のベースライン温度は、加熱要素による加熱の前に、印刷ヘッド
のグレーズとの熱的接触によって影響をうけてよい。印刷ヘッドのグレーズの温度は、さ
まざまな周知の方法で調節されてよい。図３に上述されるように、印刷ヘッドのグレーズ
要素３６は典型的に、加熱または冷却されてよい、ヒートシンク４０との間接的な熱的接
触にある。別個の抵抗加熱、加熱液体の使用、放射（例えば、可視光線、紫外線、赤外線
、またはマイクロ波放射を使用）、摩擦、熱風、印刷ヘッド３８自体の使用によって、あ
るいは当業者に既知である、都合のよいいずれの方法によって、加熱が成し遂げられてよ
い。ヒートシンクは、ファン、冷風、冷却液体、電子冷却等の使用を含む、さまざまな周
知の方法によって冷却されてよい。ヒートシンクの温度の閉ループ制御は、例えば、当技
術分野で周知のような、一定の値を維持するために、サーミスタを使用して、加熱および
冷却を行うことによって、温度を測定することでなされてよい。
【００５６】
　その他の技術を使用して、画像形成の間、感熱画像部材の画像形成層のベースライン温
度を調節してもよい。図６は、この結果を成し遂げるための、このような方法の例を示す
。図６を参照すると、印刷ヘッドの抵抗との接触の前に、感熱画像部材１０と接触および
加熱するよう配置される、予熱要素７０が見られる。矢印７２は、感熱画像部材の運動方
向を表す。その層が、上に定義されるベースライン温度Ｔ２である場合に、画像形成層１
８における画像の形成は行われる。したがって、予熱要素７０は、画像形成層１８が画像
形成を受ける、印刷パス間、適所に配置される。適所に配置された予熱要素７０なしで、
画像形成層１８がベースライン温度Ｔ１である間、画像形成層１４および１６は画像化さ
れる。一つ以上の印刷ヘッドが使用される場合、予熱要素がない、もう一つの印刷ヘッド
を、画像形成層１４および１６で画像を形成するために使用することができる一方、一つ
の印刷ヘッドには、予熱要素７０が装備されてよく、画像形成層１８で画像を形成するた
めに使用されてよい。これらの熱印刷ヘッドは、どちらの順でも印刷することができるが
、予熱なしの熱印刷ヘッドが、まず感熱画像部材に接触することが好ましい。単一の印刷
ヘッドが採用される場合、画像形成層１４および１６が画像化される、印刷パスにおいて
、感熱画像部材１０に接触するために、予熱要素７０を動かすことができる。別の方法と
して、画像部材は、矢印７２によって示される反対方向に変位されることができ、予熱要
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素７０が印刷を行われた後でのみ、感熱画像部材と接触するようになる。
【００５７】
　本発明の方法により、任意の熱提供部材を使用して、感熱画像部材を予熱してよい。予
熱要素は、熱印刷ヘッドのヒートシンクと熱的に接触する、熱的伝導シムであってよく、
感熱画像部材との付加的な接触領域を提供する。いくつかの場合、このシムも熱印刷ヘッ
ドの抵抗に電流を供給する集積回路のカバーとして機能してよく、また熱印刷ヘッドのヒ
ートシンクの一部であってよい。別の方法として、予熱要素は別個の抵抗加熱器、加熱液
体の導管、または当業者には周知の、その他の加熱手段を含んでよい。
【００５８】
　図６は、熱印刷ヘッドによって処理される画像部材の同一表面の予熱を示すが、熱印刷
ヘッドによって処理されるものの反対の表面から、画像部材が予熱されることが可能であ
ることは当然であろう。画像部材の両方の表面の予熱もまた可能である。
【００５９】
　画像化部材の画像形成層のベースライン温度が、予熱要素との接触によって、顕著に変
化するかどうかは、その部材が予熱要素と接触する長さに依存し、これは、感熱画像化部
材１０の搬送方向におけるそれらの間の接触の長さと、搬送の速度とに依存する。
【００６０】
　本発明の一つの好適な実施例においては、上述のように、画像形成層１８が、実質的に
周囲温度に等しい、ベースライン温度Ｔ１である間、画像形成層１４および１６は、一つ
の印刷パスで画像化され、実質的に周囲温度より上の、ベースライン温度Ｔ２である間、
画像形成層１８は、第二の印刷パスで画像化される。予熱要素との接触が、画像形成層１
８のベースライン温度の調整に用いられ、二つの印刷パスが、同じ速度である場合、予熱
要素の温度、または画像化部材と予熱要素との間の接触の長さは、二つの印刷パスの間で
調整されなければならない。実際には、この結果をなすには困難があるかもしれない。し
かし二つの印刷パスが、同一の速度で行われない場合、予熱要素の温度、またはそれと画
像部材との接触の長さを調節する必要があるかもしれない。これは、第二印刷パスが、実
質的にＴ２に等しいベースライン温度にまで、画像形成層１８を加熱するための時間を与
える、低い速度であることが可能な一方で、画像化媒体が、画像形成層１８（この場合、
この層のベースライン温度は、実質的にＴ１に等しいままである）を実質的に含む深さま
で、予熱要素の温度を釣り合わせるのに十分な時間がないよう、第一印刷パスが、高い速
度であることができるためである。
【００６１】
　特に好適な実施例において、予熱要素はＴ１より上で、感熱画像化媒体は、少なくとも
約２００ミクロンの搬送方向の長さにおいて、予熱要素と接触する。本発明の実施例にお
いて、熱印刷ヘッドの複数のパスの少なくとも一つが、他のパスの少なくとも一つとは異
なる速度で実行され、例えば、画像形成層１４および１６は、第一パスで画像化され、画
像形成層１８は、第二パスで画像化され、第一パスは、約０．８インチ／秒、またはそれ
より上の速度で行われるのが好ましく、とくに約１インチ／秒、またはそれより上の速度
で行われるのが特に好ましく、画像形成層１８が画像化される第二印刷パスは、約０．５
インチ／秒、またはそれより下の速度で行われるのが好ましく、約０．３インチ／秒、ま
たはそれより下の速度で行われるのが特に好ましい。
【００６２】
　本発明の方法の特に好適なもう一つの実施例において、予熱要素は周囲温度より上であ
り、感熱画像部材は、少なくとも約２００ミクロンの搬送方向の長さにおいて、予熱要素
と接触し、三つの印刷パスが採用される。画像形成層１４が画像化される印刷パスは、約
０．８インチ／秒、またはそれより上の速度で行われ、約１インチ／秒、またはそれより
上の速度で行われるのが特に好ましく、画像形成層１６が画像化される印刷パスは、約０
．８インチ／秒、またはそれより上の速度で行われ、約１インチ／秒、またはそれより上
の速度で行われるのが特に好ましく、画像形成層１８が画像化される印刷パスは、約０．
５インチ／秒、またはそれより下の速度で行われ、約０．３インチ／秒、またはそれより
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下の速度で行われるのが特に好ましい。
【００６３】
　図７に示されているように、本発明のさらに別の実施例において、二つの印刷ヘッド８
０および８２を含んだプリンターが提供されており、上記印刷ヘッドは、画像部材１０の
同じ表面を処理する。各印刷ヘッド８０および８２は、加熱要素の実質的に直線状である
配列を含んでおり、上記配列は、感熱画像化部材１０にわたり、搬送の方向に垂直な方向
に延びている。好適には、印刷ヘッド８０および８２の加熱要素の間には、感熱画像化部
材を予熱するための手段８４が提供されている。感熱画像化部材１０は、搬送手段８８に
より、矢印８６の方向に、印刷ヘッドおよび予熱手段を通り過ぎて、搬送される。搬送手
段は、ニップローラー、またはプラテンローラ、または熱印刷ヘッドの一つまたは両方と
対面しているローラであり得る。その他の搬送手段は、当業者にはよく知られている。
【００６４】
　上述のように、予熱手段８４は、当業者には明白な任意の手段（接触加熱、放射、熱風
、等）であり得る。予熱手段８４は、上述のように、熱印刷ヘッドの一つまたは両方の印
刷ヘッドのグレーズであり得る。印刷ヘッドのグレーズの温度は、上述のように、熱印刷
ヘッドのヒートシンクを加熱または冷却することにより、調整され得る。
【００６５】
　本発明の一実施例において、印刷ヘッド８０は、画像化部材１０の画像形成層１４およ
び１６を処理するために用いられ、その間、画像形成層１８は、比較的低いベースライン
温度にあるので、画像形成層１８のベースライン温度を上昇させるために、予熱手段８４
が用いられる。予熱の後、画像形成層１８に画像を形成するために、印刷ヘッド８２が用
いられる。当業者には、層を処理するために、その他の組み合わせも可能であることが明
白であり得る。特に、画像形成層１４は、熱印刷ヘッド８０または８２のいずれか一方ま
たは両方によって処理されることが可能である。第二の予熱手段によって印刷ヘッド８２
と分離されたものである可能性がある第三の印刷ヘッドが提供されることも可能である。
【００６６】
　熱印刷ヘッド８０および８２は、必ずしも同じ設計を有している必要はない。本発明の
発明者は、感熱画像化部材（例えば、画像形成層１４）の表面の近くの画像形成層を処理
するための理想的な抵抗の形状が、より深く埋め込まれた層（例えば、画像形成層１８）
を処理するための理想的な抵抗の形状とは異なることを発見した。特に、感熱画像化部材
の搬送方向の長さが短い抵抗は、感熱画像化部材の表面の近くの画像形成層に好適である
。例えば、画像形成層１４は、加熱要素によって、約９０ミクロンの長さだけ処理され得
るが、画像形成層１８は、加熱要素によって、１８０ミクロンの長さだけ処理され得る。
そのような長さは、感熱画像化部材の搬送方向で測定される。加熱要素において、約５ミ
クロン程度の小さな差異は、重大であり得る。加えて、抵抗が配置される印刷ヘッドのグ
レーズの厚さは、理想的には、感熱画像化部材の表面の近くの画像形成層の印刷に対して
は、より深く埋め込まれた層を印刷に対してよりも薄い。例えば、画像形成層１４は、約
７０ミクロン程度の厚さのグレーズを有している、熱印刷ヘッドによって処理され得るが
、画像形成層１８は、約２００ミクロン以上の厚さのグレーズを有している、熱印刷ヘッ
ドによって処理され得る。グレーズの厚さにおける約５ミクロン程度の厚さの差は、顕著
であり得る。
【００６７】
　各熱印刷ヘッドが、ユニット長あたりに同数の抵抗を有していることもまた、必ずしも
必要ない。例えば、米国特許第６，９０６，７３６号に記載されているように、各熱印刷
ヘッドが、ユニット長あたりに異なる数の抵抗を有していることが、好適であり得る。
【００６８】
　予熱手段８４が、熱印刷ヘッド８２の印刷ヘッドのグレーズである場合、感熱画像化部
材１０の印刷の間に、熱印刷ヘッド８２が、熱印刷ヘッド８０とは異なる温度（好適には
、より高い）に維持されることが、好適である。
【００６９】



(18) JP 2011-207231 A5 2013.7.4

　予熱手段８４は、画像化部材１０に追加的な熱を提供するように記載されてきたが、代
替的に、予熱手段８４が、冷却手段であり得ることは、明白である。予熱手段８４が冷却
手段である場合、熱印刷ヘッド８０は、例えば、画像形成層１８に画像を形成するために
用いられ得、これによってそのベースライン温度は低められ得、熱印刷ヘッド８２は、画
像形成層１４および１６に画像を形成するために用いられ得る。当業者は、その他の組み
合わせも想到し得る。
【００７０】
　画像化部材１０の基材１２が、画像形成層によってコートされ得、これが、熱印刷ヘッ
ド８０または８２によって（感熱画像化部材の反転の後に）処理され得ること、または追
加的な熱印刷ヘッドによって処理され得ること（この場合には、感熱画像化部材の両側の
処理は、同時であり得る）は、明白である。
【００７１】
　図７に示されているサーマルプリンターは、熱印刷ヘッドに関連して記載されてきたが
、当業者には、熱印刷ヘッド８０および８２が、感熱画像化部材１０に画像を形成し得る
、なんらかの変調された加熱手段または変調されていない加熱手段であることが、明白で
ある。例えば、熱印刷ヘッド８０および８２は、例えばレーザまたはレーザアレイのよう
な、制御された放射のホットスタンプまたはソースであり得る。上述のように、当該技術
分野においては、加熱のために光源が用いられる場合に、感熱画像化部材の中に光の吸収
体が組み込まれ得ることが、周知である。例えば、米国特許第５，６２７，０１４号に記
載されているように、そのような吸収体は、吸収されるべき放射が可視範囲外にある場合
には（例えば、電磁スペクトルの紫外領域または赤外領域）、必ずしも可視である必要は
ない。
【００７２】
　本発明の実施において、印刷ヘッド自体、および画像内の先行する（および隣接する）
ピクセルの印刷に起因する、感熱画像部材の余熱を補償するために、熱印刷ヘッド（また
はその他の加熱手段）によって供給される印刷パルスは、調節されるべきである。このよ
うな熱履歴の補正は、米国特許第６，８１９，３４７　Ｂ２号に記載されるように行われ
てよい。
【００７３】
　ここで上述されるように、本発明の方法はそれぞれの色、例えばシアン、マゼンタ、ま
たは黄色の独立した形成を提供することができる。したがって、この実施例において、温
度と時間の一つの組み合わせは、その他の色の顕著な量を生成することはないが、一つの
色の任意の密度の選択も可能とする。温度と時間のもう一つの組み合わせは、三つの色な
どのもう一つの選択を可能とする。温度－時間の組み合わせの並置は、いずれの相当量の
三つの減法混色の原色の任意の組み合わせの選択も可能とする。
【００７４】
　本発明のその他の実施例において、完全に独立しているものより、むしろ画像形成層の
熱処理は、実質的に独立、または部分的にのみ独立したものであってよい。材料の特性、
印刷速度、エネルギー消費、材料費、およびその他のシステム要件を含む、さまざまな検
討は、処理の独立性の不足、例えば、もう一つの色による意図した色の汚濁であるといっ
た、カラー「クロストーク」の因果関係を増長するシステムを決定付けるかもしれない。
本発明によって処理する独立した、または実質的に独立した色が、写真品質の画像化に重
要である一方、この要件は、例えば、ラベルやクーポンのような一定の画像を形成する上
ではそれほど重要ではないかもしれなし、これらの場合、改良された印刷速度や低コスト
などの経済上の考慮のために断念されるかもしれない。
【００７５】
　本発明の実施例において、多色感熱画像部材の別の画像形成層の処理が完全でないが、
実質的にまたは部分的に独立しているのみの場合、また意図的に第一の色が第二の色の一
定の量が生成する場合、画像部材の色域は減少する。上述したように、画像部材の色域は
、画像化の状況に影響されるので、色域、速度、コストなどに関して、意図する適用に向
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けて、全体的なシステムを最適化するために、これらの状況は選択されてよい。
【００７６】
　多くの画像形成技術が、タイミング層、融解転移、および化学物質基準と併せて、埋め
込まれた層（詳細が上述される）での熱の拡散、化学的拡散または分解を含んだ、本発明
に従って、利用されてよい。多くのこのような画像形成技術が、米国特許第６，８０１，
２３３　Ｂ２号に詳細に記載されている。すべてのこのような画像形成技術は、本発明の
方法において利用される、画像部材で利用されてよい。
【００７７】
　ここで注目すべきは、本発明の方法において利用される、画像部材の画像形成層は、そ
れ自体が二つまたはそれ以上の別個の層または相を備えてよいことである。例えば、画像
形成材料が開発者材料と併せて使用される、ロイコ染料である場合、そのロイコ染料と開
発者材料は、別個の層に置かれてよい。
【００７８】
　本発明によって使用される画像部材の画像形成層は、一つ以上の色の変化を任意に受け
てよい。例えば、画像部材１０（図１）の画像形成層１４は、加熱の量の関数として、無
色から黄色、赤となってよい。同様に、画像形成層は有色体で開始され、加熱によって脱
色されてもよい。このような色の変化は、米国特許第３，８９５，１７３号に記載される
画像化メカニズムを活用することによって得ることができるということは、当業者は認識
するであろう。
【００７９】
　色を変化させるために熱的に誘導されてよい、材料の任意の組み合わせが、画像形成層
において使用されてよい。材料は熱の影響の下、融解のような、物理的なメカニズムによ
ってともにもたらされる結果か、反応率の熱加速を通じた結果のどちらかとして、化学的
に反応してよい。反応は、化学的に可逆性または不可逆性であってよい。
【００８０】
　感熱画像部材に対する基材、例えば基材１２は、高分子材料または表面加工紙のような
、感熱画像部材での使用に適した材料であり、透明、または反射するものであってよい。
また基材も、接着促進層、帯電防止層、またはガスバリヤ層のような層を支えてよい。画
像形成層１８を覆うものと反対の基材１２の面は、ロゴのような印を支えてよく、または
感圧接着剤のような接着剤組成を備えてよい。このような接着剤は、張りなおし可能なラ
イナー層によって保護されてよい。基材１２は、約２マイクロメータの厚さから、約５０
０マイクロメータまたはそれ以上の厚さのカード用紙までの範囲における適用による、実
際の厚さであってよい。
【００８１】
　好適な実施例において、少なくとも一つ、好適にはすべての画像形成層は、画像提供材
料として、結晶形の化合物を含むが、結晶形は、化合物の非晶形は本来、結晶形から異な
った色を有する、非晶形の液体に変換されることが可能である。少なくとも一つの画像形
成層が、このような化合物を含む、カラー感熱画像化方法および感熱画像部材は、本発明
の譲受人に譲渡された、２００４年２月２７日出願の米国特許出願第１０／７８９，６４
８号（米国特許公開第２００４／０１７６２４８　Ａ１号）に記載および特許請求されて
いる。
【００８２】
　例えば画像部材１０の画像形成層１４、１６、および１８といった、本発明の方法にお
いて使用される画像部材の画像形成層は、上述の画像形成材料のいずれか、またはその他
の熱的に活性する接着剤を備えてよく、典型的には、約０．５から約４マイクロメータの
厚さ、好適には、約２マイクロメータである。上述されるような、画像形成層が一つ以上
の層を備える場合、構成層のそれぞれは、典型的に約０．１から約３マイクロメータの厚
さである。画像形成層は、固体材料、封入液体、非晶質または固体材料の分散、あるいは
高分子接着剤の活性剤溶液、もしくは上記の組み合わせを備えてよい。
【００８３】
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　保護膜層２４のような画像部材の外面から、画像形成層１４のような第一の画像形成層
と、層２０のようなスペーサー層との間のインターフェースへの距離は、約２から５マイ
クロメータの間であることが好ましく、画像部材の外面から、画像形成層１６のような第
二の画像形成層と、スペーサー層２２のようなスペーサー層の間のインターフェースまで
の距離は、約７から約１２マイクロメータの間であることが好ましく、画像部材の外面と
、画像形成層１８のような第三の画像形成層と、基材１２のような基材との間のインター
フェース間の距離は、少なくとも約２８マイクロメータであることが好ましい。
【００８４】
　スペーサー層２０および２２のようなスペーサー層は、熱的絶縁層として機能し、いず
れの適した材料を備えてよい。典型的に適した材料には、ポリ（ビニルアルコール）のよ
うな水溶性高分子、またはアクリレートあるいはポリウレタンのような水性ラテックス材
料を含む。さらに、スペーサー層２０および２２は、例えば、炭酸カルシウム、硫酸カル
シウム、シリカ、または硫酸バリウムのような無機充てん剤；酸化亜鉛、二酸化チタン、
またはベンゾトリアゾールのような有機材料といった、紫外線吸収体；有機結晶化合物の
ような相を変化する材料などを備えてよい。いくつかの実施例において、スペーサー層は
、例えば、ポリ（エチルメタクリレート）のような溶剤可溶高分子であってよい。上で触
れたように、スペーサー層２０および２２のような、画像部材の二つのスペーサー層が、
実質的に同一の熱的拡散率である材料を備える場合、好適にはスペーサー層２０のような
熱印刷ヘッドによって接触する画像部材の表面に近いスペーサー層は、スペーサー層２２
のような接触表面から遠い、スペーサー層より薄い。好適な実施例において、より薄いス
ペーサー層は、約３．５～４マイクロメータの厚さであり、より厚いスペーサー層は、約
１８～２０マイクロメータの厚さである。
【００８５】
　スペーサー層は、水または有機溶剤から覆われてよく、あるいはラミネートフィルムと
して適用されてよい。それらは、不透明または透明であってよい。層２０および２２のよ
うなスペーサー層の一つが、不透明である場合、基材１２のような基材は、透明であるこ
とが好ましい。好適な実施例において、基材は不透明であり、両方のスペーサー層は透明
である。
【００８６】
　また本発明の方法において利用される感熱画像部材は、保護膜層を備えてよい。保護膜
層は、一つ以上の層を備えてよい。保護膜の機能は、熱印刷ヘッドと接触する耐熱性の表
面の提供、画像を保護するためのガスバリヤ特性と紫外線吸収の提供、画像の表面に対し
て適した表面（例えば、マットまたはつや）の提供を含む。好適には、保護膜層は、２マ
イクロメータの厚さ以上ではない。
【００８７】
　本発明の代替的な実施例において、保護膜２４を覆うよりもむしろ、画像形成層１４は
、厚さ約４．５マイクロメータ未満のポリ（エチレンテレフタレート）のような薄い基材
を覆う。これは、画像部材の残存層に積層されてよい。被膜および積層の任意の組み合わ
せも、画像部材１０の構造を構築するために使用されてよい。
【００８８】
　本発明による、特に好適な感熱画像部材は、以下のように構成される。
【００８９】
　厚さ約７５ミクロンの白ポリ（エチレンテレフタレート）ベース、バージニア州ホープ
ウェルの帝人デュポンフィルム社より入手可能なＭｅｌｉｎｅｘ　３３９で基材を充てん
する。
【００９０】
　基材に置かれた第一の層は、十分に加水分解されたポリ（ビニルアルコール）、例えば
、テキサス州ダラスのセラニーズ社より入手可能なＣｅｌｖｏｌ　３２５（９６．７重量
％）、グリオキサル（架橋剤、３重量％）、およびＺｏｎｙｌ　ＦＳＮ（デラウエア州ウ
ィルミントンのデュポン社より入手可能なコーティング助剤、０．３重量％）からなる、
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任意の酸素障壁層である。存在する場合、この層は約１．０ｇ／ｍ２の被覆率を有する。
【００９１】
　基材または任意の酸素障壁層のどちらかにに直接置かれるのは、前述の米国特許番号７
，００８，７５９に開示されるタイプの融点が２１０℃であるシアンカラーフォーマー（
重量１）、ジフェニルスルホン（融点が１２５℃である熱溶媒、平均粒子サイズが１ミク
ロン未満である、結晶の水分散液として塗布、重量３．４）、Ｌｏｗｉｎｏｘ　ＷＳＰ（
インディアナ州ウェストラフィエットのグレートレイクスケミカル社より入手可能なフェ
ノール系酸化防止剤、平均粒子サイズが１ミクロン未満の結晶の水分散液として塗布、重
量０．７５）、Ｃｈｉｎｏｘ　１７９０（台湾のキテック・ケミカル社より入手可能な第
二のフェノール系酸化防止剤、平均粒子サイズが１ミクロン未満の結晶の水分散液として
塗布、重量１）、ポリ（ビニルアルコール）（テキサス州ダラスのセラニーズ社より入手
可能な結合剤Ｃｅｌｖｏｌ　２０５、重量２．７）、グリオキサル（重量０．０８４）、
およびＺｏｎｙｌ　ＦＳＮ（重量０．０４８）からなるシアン画像形成層である。この層
は、約２．５ｇ／ｍ２の被覆率を有する。
【００９２】
　シアン色形成層に置かれるのは、蛍光増白剤を含んだバリヤ層である。この層は、十分
に加水分解されたポリ（ビニルアルコール）、例えば、テキサス州ダラスのセラニーズ社
より入手可能な、前述のＣｅｌｖｏｌ　３２５（重量３．７５）、グリオキサル（重量０
．０８）、Ｌｅｕｃｏｐｈｏｒ　ＢＣＦ　Ｐ１１５（ノースカロライナ州シャーロットの
クラリアント社より入手可能な蛍光増白剤、重量０．５）、ホウ酸（重量０．３８）、お
よびＺｏｎｙｌ　ＦＳＮ（重量０．０５）からなる。この層は、約１．５ｇ／ｍ２の被覆
率を有する。
【００９３】
　バリヤ層に置かれるのは、Ｇｌａｓｃｏｌ　Ｃ－４４（ニューヨーク州タリタウンのチ
バ・スペシャルティ・ケミカルズ社より入手可能なラテックス、重量１８）、Ｊｏｎｃｒ
ｙｌ　１６０１（ウィスコンシン州スターテバントのジョンソンポリマー社より入手可能
なラテックス、重量１２）、およびＺｏｎｙｌ　ＦＳＮ（重量０．０２）からなる、熱的
絶縁中間層である。この層は、約１３ｇ／ｍ２の被覆率を有する。
【００９４】
　熱的絶縁中間層に置かれるのは、十分に加水分解されたポリ（ビニルアルコール）、例
えば、テキサス州ダラスのセラニーズ社より入手可能な、前述のＣｅｌｖｏｌ　３２５（
重量２．４７）、グリオキサル（重量０．０７）、ホウ酸（重量０．２５）、およびＺｏ
ｎｙｌ　ＦＳＮ（重量０．０６）からなるバリヤ層である。この層は、約１．０ｇ／ｍ２

の被覆率を有する。
【００９５】
　バリヤ層に置かれるのは、２００４年２月２７日出願の米国特許出願番号１０／７８８
，９６３、米国特許公開第ＵＳ２００４／０１９１６６８　Ａ１号に開示されるタイプの
融点が１５５℃である、マゼンタカラーフォーマー（重量１．１９）、フェノール系酸化
防止剤（インディアナ州ウェストラフィエットのグレートレイクスケミカル社より入手可
能な、融点が１６１～１６４℃であるアノックス２９、平均粒子サイズが１ミクロン未満
の結晶の水分散液として塗布、重量３．５８）、Ｌｏｗｉｎｏｘ　ＣＡ２２（インディア
ナ州ウェストラフィエットのグレートレイクスケミカル社より入手可能な、第二のフェノ
ール系酸化防止剤、平均粒子サイズが１ミクロンの結晶の水分散液として塗布、重量０．
７２）、ポリ（ビニルアルコール）（テキサス州ダラスのセラニーズ社より入手可能な結
合剤Ｃｅｌｖｏｌ　２０５、重量２）、Ｃａｒｂｏｓｅｔ　３２５のカリウム塩（オハイ
オ州のクリーブランドのノベオン社より入手可能なアクリル共重合体、重量１）、グリオ
キサル（重量０．０６）、Ｚｏｎｙｌ　ＦＳＮ（重量０．０６）からなる、マゼンタ色形
成層である。この層は、約２．７ｇ／ｍ２の被覆率を有する。
【００９６】
　マゼンタ色形成層に置かれるのは、十分に加水分解されたポリ（ビニルアルコール）、
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例えば、テキサス州ダラスのセラニーズ社より入手可能な、前述のＣｅｌｖｏｌ　３２５
（重量２．４７）、グリオキサル（重量０．０７）、ホウ酸（重量０．２５）、およびＺ
ｏｎｙｌ　ＦＳＮ（重量０．０６）からなる、バリヤ層である。この層は、約１．０ｇ／
ｍ２の被覆率を有する。
【００９７】
　バリヤ層に置かれるのは、Ｇｌａｓｃｏｌ　Ｃ－４４（重量１）、Ｊｏｎｃｒｙｌ　１
６０１（ジョンソンポリマーより入手可能なラテックス、重量０．６７）、およびＺｏｎ
ｙｌ　ＦＳＮ（重量０．００４）からなる、第二の熱的絶縁中間層である。この層は、約
２．５ｇ／ｍ２の被覆率を有する。
【００９８】
　第二中間層に置かれるのは、２００４年２月２７日出願の米国特許出願第１０／７８９
，５６６号、米国特許公開第２００４／０２０４３１７　Ａ１号に記載のＤｙｅ　ＸＩ（
融点２０２～２０３℃）（重量４．５７）、ポリ（ビニルアルコール）（テキサス州ダラ
スのセラニーズ社より入手可能な結合剤Ｃｅｌｖｏｌ　５４０、重量１．９８）、コロイ
ドシリカ（日本の東京の日産化学工業社より入手可能なＳｎｏｗｔｅｘ　０－４０、重量
０．１）、グリオキサル（重量０．０６）、およびＺｏｎｙｌ　ＦＳＮ（重量０．０１７
）からなる、黄色色形成層である。この層は、約１．６ｇ／ｍ２の被覆率を有する。
【００９９】
　黄色色形成層に置かれるのは、十分に加水分解されたポリ（ビニルアルコール）、例え
ば、テキサス州ダラスのセラニーズ社より入手可能な前述のＣｅｌｖｏｌ　３２５（重量
１）、グリオキサル（重量０．０３）、ホウ酸（重量０．１）、およびＺｏｎｙｌ　ＦＳ
Ｎ（重量０．０３７）からなる、バリヤ層である。この層は、約０．５ｇ／ｍ２の被覆率
を有する。
【０１００】
　バリヤ層に置かれるのは、ナノ粒子段階の二酸化チタン（ニュージャージー州の南プレ
ーンフィールドのコボ・プロダクツ社より入手可能なＭＳ－７、重量１）、ポリ（ビニル
アルコール）（デラウエア州ウィルミントンのデュポン社より入手可能な結合剤Ｅｌｖａ
ｎｏｌ　４０－１６、重量０．４）、Ｃｕｒｅｓａｎ　１９９（ウィスコンシン州アップ
ルトンのＢＡＳＦ社より入手可能な架橋剤、重量０．１６）、およびＺｏｎｙｌ　ＦＳＮ
（重量０．０２７）からなる、紫外線阻害層である。この層は、約１．５６ｇ／ｍ２の被
覆率を有する。
【０１０１】
　紫外線阻害層に置かれるのは、ラテックス（マサチューセッツ州ウィルミントンのネオ
レジンズ社より入手可能なＸＫ－１０１、重量１）、スチレン／マレイン酸共重合体（ペ
ンシルバニア州ウィルミントンのサートマー社より入手可能なＳＭＡ　１７３５２Ｈ、重
量０．１７）、架橋剤（ペンシルベニア州ピッツバーグのベイヤーマテリアルズサイエン
ス社より入手可能なＢａｙｈｙｄｕｒ　ＶＰＬＳ　２３３６、重量１）、ステアリン酸亜
鉛（ケンタッキー州エリザベスタウンのサイテックプロダクツ社より入手可能なＨｉｄｏ
ｒｉｎ　Ｆ－１１５Ｐ、重量０．６６）およびＺｏｎｙｌ　ＦＳＮ（重量０．０４）から
なる、保護膜である。この層は、約０．７５ｇ／ｍ２の被覆率を有する。
【０１０２】
　上記の好適な感熱画像部材を使用した、黄色の画像を印刷するための最適な条件は、以
下のとおりである。熱印刷ヘッドパラメータ：
１インチごとのピクセル：３００
抵抗サイズ：２×（３１．５×１２０）ミクロン
抵抗：３０００オーム
グレーズの厚さ：１１０ミクロン
圧力：３ポンド／直線インチ
ドットパターン：傾斜グリッド。
【０１０３】
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　黄色色形成層は、以下の表に示されるように印刷される。ラインサイクルタイムは、７
５％のデューティサイクルの個々のパルスに分割される。感熱画像部材は、約０．３ｍｍ
の距離をヒートシンク温度で、熱印刷ヘッドのグレーズとの接触によって予熱され
る。
【０１０４】
【表１】

　上記の好適な感熱画像部材を使用した、マゼンタの印刷に適した条件は以下のとおりで
ある。熱印刷ヘッドパラメータ：
１インチごとのピクセル：３００
抵抗サイズ：２×（３１．５×１２０）ミクロン
抵抗：３０００オーム
グレーズの厚さ：２００ミクロン
圧力：３ポンド／直線インチ
ドットパターン：傾斜グリッド。
【０１０５】
　マゼンタの色形成層は、以下の表に示されるように印刷される。ラインサイクルタイム
は、７．１４％のデューティサイクルの個々のパルスに分割される。感熱画像部材は、約
０．３ｍｍの距離をヒートシンク温度で、熱印刷ヘッドのグレーズとの接触によって予熱
される。
【０１０６】
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【表２】

　上記の好適な感熱画像部材を使用した、シアンの印刷に適した条件は以下のとおりであ
る。熱印刷ヘッドパラメータ：
１インチごとのピクセル：３００
抵抗サイズ：２×（３１．５×１８０）ミクロン
抵抗：３０００オーム
グレーズの厚さ：２００ミクロン
圧力：３ポンド／直線インチ
ドットパターン：傾斜グリッド
　シアンの色形成層は、以下の表に示されるように印刷される。ラインサイクルタイムは
、約４．５％のデューティサイクルの個々のパルスに分割される。感熱画像部材は、約０
．３ｍｍの距離をヒートシンク温度で、熱印刷ヘッドのグレーズとの接触によって予熱さ
れる。
【０１０７】

【表３】
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【実施例】
【０１０８】
　ここで本発明は、例を通じて、特定の好適な実施例に関し、さらに示されるが、これら
は説明のためのみであって、本発明は、ここに引用される材料、画像化部材、画像化方法
、などについて限定されるものではないことを理解されたい。とくに明記されない限り、
すべての部分とパーセンテージは重量によるものである。
【０１０９】
　以下の例のすべてに使用される感熱画像部材は、以下のように準備された。
【０１１０】
　以下の材料は、感熱画像部材の準備に使用された。
テキサス州ダラスのセラニーズ社より入手可能なポリ（ビニルアルコール）の段階のＣｅ
ｌｖｏｌ　２０５
テキサス州ダラスのセラニーズ社より入手可能なポリ（ビニルアルコール）の段階のＣｅ
ｌｖｏｌ　３２５
テキサス州ダラスのセラニーズ社より入手可能なポリ（ビニルアルコール）の段階のＣｅ
ｌｖｏｌ　５４０
マサチューセッツ州クウィルミントンのネオレジンズ社より入手可能なネオクリルＡ－６
３９
ニューヨーク州タリタウンのチバ・スペシャルティ・ケミカルズ社より入手可能なポリア
クリルアミドである、Ｇｌａｓｃｏｌ　ＴＡ
デラウエア州ウィルミントンのデュポン社より入手可能な界面活性剤Ｚｏｎｙｌ　ＦＳＮ
ニュージャージー州フローハムパークのＢＡＳＦ社より入手可能な界面活性剤Ｐｌｕｒｏ
ｎｉｃ　２５Ｒ４
ペンシルバニア州アレンタウンのエアプロダクツアンドケミカルズ社より入手可能な界面
活性剤Ｓｕｒｆｙｎｏｌ　ＣＴ－１１１
ペンシルバニア州アレンタウンのエアプロダクツアンドケミカルズ社より入手可能な界面
活性剤Ｓｕｒｆｙｎｏｌ　ＣＴ－１３１
ペンシルバニア州フィラデルフィアのＲＯＨＭアンドＨＡＡＳ社より入手可能な界面活性
剤Ｔａｍｏｌ　７３１
ミシガン州ミッドランドのダウ・ケミカル社より入手可能な界面活性剤トリトンＸ－１０
０
ケンタッキー州エリザベスタウンのサイテックプロダクツ社より入手可能なステアリン酸
亜鉛段階のＨｉｄｏｒｉｎ　Ｆ－１１５Ｐ
イリノイ州シカゴのＯＮＤＥＯＮａｌｃｏ　社より入手可能なシリカ分散Ｎａｌｃｏ　３
０Ｖ－２５
ウィスコンシン州ニューベルリンのテクラ社より入手可能な、厚さほぼ８ミリの白色硬質
ポリ（塩化ビニル）フィルムベースＲＰＶＣ０．００８
黄色カラーフォーマー：２００４年２月２７日出願の米国特許出願第１０／７８９，５６
６号、米国特許公開第２００４／０２０４３１７　Ａ１号に記載のＤｙｅ　ＩＶ（融点１
０５～１０７℃）
　マゼンタカラーフォーマー：２００４年２月２７日出願の米国特許出願第１０／７８８
，９６３号、米国特許公開第２００４／０１９１６６８　Ａ１号に開示されるタイプの融
点が１５５℃のカラーフォーマー、インディアナ州ウェストラフィエットのグレートレイ
クスケミカル社より入手可能な、融点が１６１～１６４℃の熱溶媒アノックス２９をマゼ
ンタカラーフォーマーとともに使用した。
【０１１１】
　シアンカラーフォーマー：前述の米国特許出願第１０／７８８，９６３号に開示される
タイプの、融点が２１０℃のカラーフォーマー。画像部材は、ＲＰＶＣ０．００８である
、基材に加えられた連続的な塗布によって準備された。
【０１１２】
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　黄色画像形成層は以下のように適用された：
　黄色カラーフォーマー（１０ｇ）を、Ｃｅｌｖｏｌ　２０５（１７．６％の水溶液６．
３ｇを水に加えたもの）、メチルアセテート（４ｇ）、および水（４３．７ｇ）からなる
混合物で、ガラス玉が装備された磨砕機を使用して、室温で２４時間撹拌して分散した。
結果として、分散で得られた固体内容物の合計は、１８％であった。
【０１１３】
　上記の分散は、水と以下の表に挙げられる材料と組み合わせて、記載された割合で黄色
染料形成層に対するコーティング液体を作成した。したがって準備された塗料は、乾燥時
の厚さが１．９ミクロンとなるようＲＰＶＣ０．００８に塗布された。
【０１１４】
【表４】

　次に適用された中間層は、以下のとおりである：
　水を以下の表に挙げられる材料と組み合わせ、乾燥時の厚さが１８ミクロンとなるよう
黄色画像形成層に塗布された、コーティング液体を提供した。
【０１１５】
【表５】

　マゼンタ画像形成層は、以下のように適用された。
【０１１６】
　マゼンタカラーフォーマー（５８７．５０ｇ）を、Ｓｕｒｆｙｎｏｌ　ＣＴ－１１１（
８３％の水溶液２６．８８ｇを水に加えたもの）、Ｓｕｒｆｙｎｏｌ　ＣＴ－１３１（５
２％の水溶液２０．４３ｇを水に加えたもの）、メチルアセテート（３７５ｇ）、および
水（１４９０．１９ｇ）からなる混合物で、ガラス玉が装備された磨砕機を使用して、室
温で２１．５時間撹拌して、分散した。結果として、分散で得られた固体内容物の合計は
、１４．０３％であった。
【０１１７】
　融点が１６５℃である熱溶媒（５１０ｇ）を、Ｔａｍｏｌ　７３１（６．８６％の水溶
液４３７．３２ｇを水に加えたもの、硫酸でｐＨ６．７～６．８に調節された）、Ｃｅｌ
ｖｏｌ　２０５（１７．６％の水溶液３４０．９１ｇを水に加えたもの）、および水（７
１１．７７ｇ）からなる混合物で、ガラス玉が装備された磨砕機を使用して、室温で１８
．５時間撹拌し、分散した。結果として、分散で得られた固体内容物の合計は、２３．２
９％であった。
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【０１１８】
　上記の分散は、水と以下の表に挙げられる材料と組み合わされ、記載された割合でマゼ
ンタ染料形成層に対するコーティング液体を作成した。したがって準備された塗料は、乾
燥時の厚さが１．９ミクロンとなるよう、準備された中間層に塗布された。
【０１１９】
【表６】

　第二の中間層は、以下のように適用された：
　水を以下の表に挙げられる材料と組み合わせ、乾燥時の厚さが３．５ミクロンとなるよ
う、マゼンタ画像形成層に塗布された、コーティング液体を提供した。
【０１２０】

【表７】

　シアン画像形成層は、以下のように適用された：
　シアンカラーフォーマー（７０５．０ｇ、融点２０７～２１０℃）を、Ｓｕｒｆｙｎｏ
ｌ　ＣＴ－１３１（５２％の水溶液１４．４２ｇを水に加えたもの）、Ｐｌｕｒｏｎｉｃ
　２５Ｒ４（１００％活性のもの１８．７５ｇ）、トリトンＸ－１００（１００％活性の
もの１８．７５ｇ）、メチルアセテート（４３７．５ｇ）、および水（１３１２．５ｇ）
からなる混合物で、ガラス玉が装備された磨砕機を使用して、室温で１８．５時間撹拌し
、分散した。結果として、分散で得られた固体内容物の合計は、２６．９８％であった。
【０１２１】
　上記の分散は、水と以下の表に挙げられた材料と組み合わされ、記載された割合でシア
ン染料形成層に対するコーティング液体を作成した。したがって、準備された塗料は、乾
燥時の厚さが２．０ミクロンとなるよう、上のように準備された第二の中間層に塗布され
た。
【０１２２】
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【表８】

　保護膜は、以下のように適用された：
　水を以下の表に挙げられる材料と組み合わせ、乾燥時の厚さが０．７６ミクロンとなる
よう、シアン画像形成層に塗布された、コーティング液体を提供した。
【０１２３】
【表９】

　以下の例ＩおよびＩＩでは、次のような印刷パラメータが使用された：
印刷ヘッド：東芝ホクト電子社より入手可能なＴｏｓｈｉｂａ　Ｆ３７８８Ｂ
印刷ヘッド幅：１１５ｍｍ、１０８．４印刷幅
１インチごとのピクセル：３００
抵抗サイズ：２×（３１．５×１２０）ミクロン
抵抗：１８３５オーム
グレーズの厚さ：６５ミクロン
圧力：１．５～２ポンド／直線インチ
ドットパターン：長方形グリッド
　（実施例Ｉ）
　この実施例は、比較目的のために、上述のように準備された感熱画像化部材が三つの印
刷パスにおいて画像化される方法を示しており、それぞれのパスは同じ速度であって、予
熱が同量である。
【０１２４】
　三つすべての色は、下表に示された通り、前記搬送方向およびラインサイクルタイムに
おける解像度で印刷された。前記ラインサイクルタイムは、９５％のデューティサイクル
の個々のパルスに分割された。それぞれの色は、下表に示される電圧およびパルス数値を
使用して、別個のパスにおいて印刷された。前記感熱画像部材は、約０．３ｍｍの距離を
前記ヒートシンク温度で、物質との接触によって予熱された。前記画像部材の１０のエリ
アは、（指示範囲におけるパルスの最小値を使用した）Ｄｍｉｎから、（指示範囲におけ
るパルスの最大値を使用した）Ｄｍａｘまでの範囲で、それぞれの色において印刷された
。
【０１２５】
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【表１０】

　それぞれの色付けされたパッチは、スイスのＧｒｅｔａｇ社製Ｇｒｅｔａｇ　ＳＰＭ５
０密度計を使用して計測された。前記密度計の条件は、照明＝Ｄ５０、観測角度＝２度、
密度標準＝ＤＩＮ、白のベースに対してキャリブレーション、フィルタなし、である。そ
れぞれのパッチに関連付けられたＣＩＥＬａｂ色は図８に示されており、ａ＊およびｂ＊
値のみが示されている。また、図８に示されているように、純色の前記ａ＊およびｂ＊値
は、ほぼ２．０の反射光学密度でのフォーマーである。
【０１２６】
　本例の前記方法を使用して、三つすべての減法混色の原色が前記感熱画像部材上に印刷
されてもよいということは、図８から読み取ることができる。
【０１２７】
　（実施例ＩＩ）
　本例は、本発明の方法を説明するもので、上述のように準備された前記感熱画像部材は
三つの印刷パスにおいて撮像されており、それぞれのパスは同じ速度であって、それらの
うちの一つは、他の二つとは異なる予熱の温度を有している。
【０１２８】
　三つすべての色は、下表に示された通り、別個のパスにおいて印刷された。前記ライン
サイクルタイムは、９５％のデューティサイクルの個々のパルスに分割された。前記感熱
画像部材は約０．３ｍｍの距離を前記ヒートシンク温度で、物質との接触によって予熱さ
れた。前記画像部材の１０のエリアは、（指示範囲におけるパルスの最小値を使用した）
Ｄｍｉｎから、（指示範囲におけるパルスの最大値を使用した）Ｄｍａｘまでの範囲で、
それぞれの色において印刷された。
【０１２９】
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【表１１】

　それぞれの色付けされたパッチは、上記の実施例１に記載の通り、計測された。それぞ
れのパッチに関連付けられたＣＩＥＬａｂ色は図９に示されており、ａ＊およびｂ＊値の
みが示されている。また、図９に示されているように、純色の前記ａ＊およびｂ＊値は、
ほぼ２．０の反射光学密度でのフォーマーである。
【０１３０】
　本例の前記方法を使用して、三つすべての減法混色の原色が前記感熱画像部材上に印刷
されてもよいということは、図９から読み取ることができる。使用可能な色域は、例１の
前記方法のものよりも大きい。黄色は、実施例１のものと同じであり、シアンは、実施例
１のものと類似しているが、マゼンタの色の純度は、実施例１のものよりも顕著に大きい
。
【０１３１】
　実施例ＩＩＩにおいて、以下の印刷パラメータが使用された。
【０１３２】
　印刷ヘッド：ＫＹＴ１０６－１２ＰＡＮ１３（京セラ株式会社、京都市伏見区竹田鳥羽
殿町６、日本）
　印刷ヘッド幅：３．４１インチ（１０６ｍｍ印刷ライン幅）
　１インチごとのピクセル：３００
　抵抗サイズ：７０×８０ミクロン
　抵抗：３０５９オーム
　グレーズの厚さ：５５ミクロン
　圧力：１．５～２ポンド／直線インチ
　ドットパターン：長方形グリッド
　（実施例ＩＩＩ）
　本例は、本発明の方法を説明するもので、上述のように準備された前記感熱画像部材は
二つの印刷パスにおいて撮像されており、それぞれのパスは異なる速度である。第一の印
刷パスにおいて、シアンおよびマゼンタの色形成層は、約２５℃のベースライン温度で処
理された。第二の印刷パスにおいて、黄色の色形成層は、約６０℃のベースライン温度で
処理された。
【０１３３】
　両印刷パスは、４００ｄｐｉで前記搬送方向に実行された。３４Ｖの電圧が前記熱印刷
ヘッドに適用された。１６．７ｍｓのラインサイクルタイムは、下表に示された通り、処
理されている画像形成層に依存して、異なるデューティサイクルの１００１個の個々のパ
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ルスに分割された。前記感熱画像部材は、約０．３ｍｍの距離を前記ヒートシンク温度で
、物質との接触によって予熱された。前記画像部材の１０のエリアは、（指示範囲におけ
るパルスの最小値を使用した）Ｄｍｉｎから、（指示範囲におけるパルスの最大値を使用
した）Ｄｍａｘまでの範囲で、それぞれの色において印刷された。
【０１３４】
【表１２】

　それぞれの色付けされたパッチは、上記の実施例１に記載の通り、計測された。それぞ
れのパッチに関連付けられたＣＩＥＬａｂ色は図１０に示されており、ａ＊およびｂ＊値
のみが示されている。また、図１０に示されているように、純色の前記ａ＊およびｂ＊値
は、ほぼ２．０の反射光学密度でのフォーマーである。
【０１３５】
　本例の前記方法を使用して、三つすべての減法混色の原色が前記感熱画像部材上に印刷
されてもよいということは、図１０から読み取ることができる。利用可能な色域が、実施
例Ｉの方法のものよりも大きいということも、読み取ることができる。黄色は、実施例Ｉ
のものと同じであり、シアンは、実施例Ｉのものと類似しているが、マゼンタの色の純度
は、実施例Ｉのものよりも顕著に大きい。
【０１３６】
　本発明は、そのさまざまな好適な実施例に対する詳細について説明されてきたが、当業
者は、本発明は、それらに限定されるものではなく、むしろ、本発明の精神および補正さ
れた請求項の範囲内での変形および修正が可能であるということを認識するであろう。
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